
原著論文/Original Paper

情報通信業に勤務する ITエンジニアの
収入に対する納得感に影響を及ぼす要因に関する研究
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A Study on Income Conviction for IT Engineers
Working in the Information and Communications Technology

Industry
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Abstract– Since the spread of DX projects has led to talented IT engineers making exodus from the
Information and Communications Technology (ICT) company, this study has been conducted about
the psychological factors behind IT engineers’ attitudes toward changing jobs and organizational
factors. Previous research of IT engineers’ attitudes toward job change have shown that “satisfaction”
affects the attitudes of young IT engineers and “career” and “income” affect the attitudes of mid-
career IT engineers, while “income” affects the attitudes of IT engineers in the ICT industry, to
which many IT engineers belong. Therefore, in this study, we have been analyzing the differences in
the process of raising the level of satisfaction with income between IT engineers in the ICT industry
and those with a low level of job-hopping intention, including the background of antecedents. The
results indicated that the teamwork contributed to the satisfaction with income for those with low job-
hopping awareness, while the satisfaction with personnel evaluation contributed to the satisfaction
with job-hoping awareness for those with high job-hopping awareness.
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1. はじめに

1.1 DX時代における ITエンジニアの役割と課題
政府が打ち出した IT新戦略では，今後の更なるデジ

タル化により，「国民の利便性を飛躍的に向上させるこ
と」「国や地方自治体，民間の効率化を徹底すること」
「データを新たな資源として活用し，すべての国民が不
安なくデジタル化の恩恵を享受すること」を目標に掲げ
ている [1]．これに伴い，DX推進を経営課題に据えてい
る企業も多いが DXを推進していく上で IT人材は欠か
せない．そのために DX基盤を構築していく IT企業は
新卒で入社した社員を育成するだけではなく，即戦力と
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なる IT人材確保のために中途採用にも力をいれている．
一方で世界的なデジタル競争力ランキングでも，日

本の競争力はこの数年，27～28位を推移している状態
であり，諸外国と比較して日本のDX推進は進んでいな
いと評価されている [2]．順位を下げている要素の 1つ
が「ビジネスの俊敏性 (Business Agility)」であるが，特
に「機会と脅威」「企業の俊敏性」及び「ビッグデータ
の分析と活用」が最下位に近い状態である [2]．ビジネ
スの俊敏性に必要なのは技術支援，フィードバックの表
面化，およびその反映にある [2]．ビジネスの俊敏性の
ためには，システム開発をベンダーに任せきりにするの
ではなく自社での内製化を進めることが重要と考える企
業もある [3]．一方，現状では日本のシステム開発の多
くは，ベンダー依存にあり，またベンダー側も自社の IT
エンジニア人材が転職する等，長らく人材不足の課題に
直面している [4]．
ベンダー側の IT人材はクライアントのシステムの構

成や機能の開発に伴い，習熟し，よく理解していること
が多い．また「ビッグデータの分析と活用」に必要な価
値の高いデータがどこに，どのくらいの鮮度で格納され
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ているかを把握していることも多い．ビジネスの俊敏性
に応えていくためには，当初からシステム開発に携わり，
これらのシステムを熟知している ITエンジニアに継続
して残留して貰い，柔軟な改善と，彼らが持っている知
恵や知識を次世代のメンバーや新旧のクライアントに伝
承していく必要があると考える．したがって，これらの
スキルと知識を併せ持つ ITエンジニアが早いサイクル
で転職してしまうことは，結果として日本のDX推進の
スピードを落とす結果にも繋がる恐れがあると共に，逆
に DXのスピードを加速していくためには，ITエンジ
ニアが積極的に組織定着を選択することが必要であると
言える．

ITエンジニアの転職者数は年々多くなっており，理
由も「給与を上げたかったから」「自分のやりたい仕事が
できなかったから」「労働時間が長かったから」といっ
た組織不満によるものが多い [4]．また ITエンジニアの
転職の中でも,特に情報通信業においては,中途採用によ
る人材流出が多い [4]．本研究は，情報通信業の ITエン
ジニアの離職には収入の納得感が大きく影響するのでは
ないかと想定し，人材流出を防ぐための提言を行うこと
が有意義であると考えて実施した．このように考えた理
由について，情報通信業が置かれている背景，及び，他
産業との比較を通して次節 1.2にて説明する．

1.2 情報通信業の ITエンジニアの置かれている状況
情報通信業の ITエンジニアの母数は，与える経済イ

ンパクトも大きいとされる．2019年の統計ではあるが，
情報通信業（受託開発ソフトウェア業，パッケージソフ
トウェア業，組込みソフトウェア業，情報処理サービス
業）の IT人材は 886,980名であり，次点で製造業（製
造業の電子計算機製造業，情報記録物製造業）で 72,020
名である [4]．また経済産業省が発表した「2021年情報
通信業基本調査（2020年度実績）」では情報通信業の IT
情報処理に関する売上高はソフトウェア業 16兆 6,619
億円（前年 16兆 2,988億円），情報処理・提供サービス
業 7兆 9,429億円（前年 7兆 1,599億円），インターネッ
ト附随サービス業 4兆 6,939億円（4兆 1,296億円）で
あること，加えて年々拡大を続けていることを報告して
いる [5]．
一方で情報通信業は社員が働き続けるにはとても厳

しい環境と言える．2003年の研究によると，情報サー
ビス産業1はその歴史の浅さによる評価制度，管理方式，
キャリアの見通しの未熟性や技術革新の速さを背景とし
た「職務特性」によって，働く従業員の健康度，職務満
足度が低く，離職意向が高いことが指摘されている [6]．
技術革新の速さは近年も変わらぬ状況であり，むしろ技

1. 情報サービス業は情報通信業（大業種）の 1 つ（中業種）であり，
情報通信業が業種としてできたのは 2002年からである．情報通信
業に属する企業の多くはオープン化が進んだ 1980年代後半から栄
え始めたと言われている．

術力の高い人材はよりよいキャリアや収入を得ようとし
て転職する人が多いことも指摘されている [4]．この傾
向は転職前に在籍していた企業での評価やキャリアの見
通しに納得感がなかったことに起因すると考えられる．
IT通信業界2の ITエンジニアの転職者数は年々増加し
ている [4]．

ITエンジニアが 2番目に多い製造業についても特徴
を説明する．製造業も近年は人の多様性を重視した現代
において終身雇用は崩れつつあり，中途採用による人材
の流入や転職による流出が多くなっていることが指摘さ
れているが [7]，製造業の技術者に限ると，職務満足の
得点は，技術者が多い情報通信業は平均 3.92点 (5点満
点)に対し，製造業の技術者の得点は平均 4.31点（5点
満点）と高い数値を示す資料もある [8]．この背景につ
いての言及はないが，産業の違いが職務満足に影響を与
えることを統計的に示している [8]．
次に情報通信業と製造業の違いについて説明する．製

造業と情報通信業の大きな違いとして評価制度が一例と
して考えられる．製造業は年功序列を採用していた期間
が長かった [7]．一方の情報通信業は 20年も前から成果
主義が採用されている [9]．成果主義は企業側の意図を
労働者側が認識している場合，労働者の生産性を高める
可能性があるが，労使関係が昔ながらの集団的労使関係
から個人的労使関係へとシフトしてきていることが指摘
されている [10]．これはすなわち労働者間の協力体制に
対する意識の薄れを意味すると考えられるが，年功序列
には過度の競争を抑え，チームワーク方式による従業員
の協力体制をつくりだす効果があることが指摘されてい
る [11]．これらの指摘から，一部の従業員にとって年功
序列，及び，それにより作り出される従業員間の協力体
制に居心地の良さを感じる可能性が考えられる．
これらの研究結果を基に，貴島らは ITエンジニアの

転職希望意識について産業（情報通信業，製造業）によ
る違いを分析したところ，情報通信業の ITエンジニアは
製造業と比較して転職希望意識は有意に高いことが示さ
れた [12]．一方で個人の仕事観「お金のための仕事（収
入の納得感）」「天職としての仕事（やりがい）」「キャリ
アとしての仕事（キャリア）」については，有意差は確認
されていない．また，情報通信業の「お金のための仕事
（収入の納得感）」は転職希望意識に有意に負の影響を及
ぼすが，製造業の場合，「お金のための仕事（収入の納得
感）」は転職希望意識に影響を及ぼさないことが示され，
加えて，情報通信業と製造業の ITエンジニアの年収に
は大きな差はないことから，年収額そのものが収入の納
得感に繋がる訳ではないとも指摘されている [12]．これ
らの結果より，情報通信業の ITエンジニアの転職希望
意識を抑制するためには，収入の納得感を認識させるこ

2. IT人材白書はリクルート・エージェント (株)の調査をもとにレポー
トしている．IT 通信産業は情報通信業と同義とする.
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とが重要と言えるが，転職希望意識の高い人はなぜ収入
の納得感を実感できないのか，不満の根源はどこにある
のか，その不満を解消させるために組織が取るべき施策
を提示するまでには至っていない．また不満を解消すれ
ば転職希望意識が低減できるのではなく，転職希望意識
が低く，収入の納得感を実感できている人はなぜこのよ
うな状態を保つことが出来るのかについても確認し，そ
の状態を維持するために施策を提言することも重要であ
ると考える．

1.3 本研究の目的

以上を踏まえ，貴島らの過去の研究 [12, 13]から情報
通信業に勤める ITエンジニアの収入の納得感を高める
ことが，ITエンジニアの「組織にとって不本意な人材
流出を防ぐ」ための大きな第一歩であると考える．した
がって情報通信業の ITエンジニアを対象に，転職希望
意識が低い人の「収入の納得感」，高い人の「収入の納
得感」に影響を及ぼす要因を明らかにし，改善施策を提
示することを本研究の目的とする．調査方法はアンケー
ト分析を用い，転職希望意識低群と高群の多母集団同時
分析より，転職希望意識高群の「収入の納得感」の改善
に繋がる施策を分析する．また本研究の目的となる「IT
エンジニアの転職希望意識の低減となる施策の提案」に
は経営の観点だけではなく，経営施策が従業員の組織行
動，モチベーションにどのように影響を及ぼすのか，多
面的な視点から横断的に分析していく必要があると考
えた．
なお本研究で扱う「納得感」はポジティブに納得し

ている状態とする．従って「収入の納得感」には会社か
ら仕事の対価として支払われる給料，福利厚生（住宅手
当・家賃補助，特別休暇，資格取得補助等）について自
身の知覚，また会社から支払われている給料と会社での
ポジションのバランスが取れていることも重要であると
考え，ポジションについての知覚も含めて，「収入の納
得感」と定義する．次章以降では転職希望意識と収入
の関係，収入の納得感がどのような要因から影響を及ぼ
すのかについて仮説を立てるために先行研究を整理し，
分析の基となる仮説モデルを 2章で提案する．2章で提
案した仮説モデルを基に，「収入の納得感」が高まるま
でのプロセスと，「収入の納得感」に影響を及ぼす要因
を 3章で分析していく．

2. 先行研究と収入の納得感の仮説

2.1 転職希望意識と収入の関係

転職研究は 20世紀半ばから海外を中心に行われてお
り，当初は離職意思に影響を及ぼす心理的要因として職
務満足とするものが多かった．例えば March & Simon

が提唱した「参加意思決定モデル」では，「職務について
の満足度」は離職意志に影響を及ぼし，「職務について
の満足度」は「職務と自己イメージとの適合」「職務上の
諸関係についての予測可能性」「職務と他の役割との両
立性」から影響を受けると示唆している [14]．次第に職
務満足と転職意志の間でも転職意志を有効に予測する変
数が存在することが指摘され始め，1980年代になると
Wanousや Farrell & Rusbultらは転職を予測する変数と
してコミットメントを挙げている [15, 16]．「組織コミッ
トメント」は「特定の組織への同一化と没入の程度」と
解釈されている [17]．「組織コミットメント」は上司へ
の信頼へと繋がること，また部下が上司を信頼すること
は部下自身の成長に対するコミットメントや仕事に対す
る満足度にも関連することが指摘されている [18]．一方
の「仕事コミットメント（職務関与）」は「職務に対する
個人の同一化の程度」と解釈されている [19]．「「仕事コ
ミットメント」は「職務満足と職務に従事し続けること
によって得られる諸資源（勤続期間，他では習得できな
いような技能など）および代替的選択肢」によって決ま
ることが指摘されている [16]．Blau & Boalは「組織コ
ミットメント」「仕事へのコミットメント」双方が「離
職意思」に影響するとしており，「組織コミットメント」
も「仕事へのコミットメント」のいずれも実感できない
状態であると「離職意志」が高まるとしている [20]．

1990年代に入り，我が国の従業員を対象にした研究
では「自分の職務を大切にし，仕事のやりがいを重要視
する傾向」が出てきたことが指摘されている [21]．近年
も「働きがい」「Well-being」が多く研究されていること
から，心理的要因について個人の仕事観を重要視する
傾向が強いことが推察される．働く上での心理的要因
の研究では，個人の仕事観に焦点を置いたものもある．
Wrzesniewski et al.は人が仕事する目的は，生活の糧を
稼ぐ手段「労働 (Job)」，より高い仕事へと移る過程「キャ
リア (Career)」，人生の重要な一部分「天職 (Calling)」の
うち 1つは該当すること，「天職 (Calling)」であると回
答した人は幸せの実感が高いことを示唆している [22]．
したがって貴島らは ITエンジニアを対象に，個人の

仕事観が転職希望意識に影響を及ぼすこと，年代や業種
によって転職希望意識に影響を及ぼす個人の仕事観が異
なると仮説を立て，分析を行った [13]．若手（23歳～
31歳）の場合，天職（仕事の意義とやりがいの実感）が
転職希望意識に負の影響を及ぼし，中堅（32歳～40歳）
はキャリアと労働（収入）が転職希望意識に負の影響を
及ぼしていることを明らかにした [13]．また情報通信業
と製造業による違いについては，情報通信業は労働（収
入）が転職希望意識に負の影響を及ぼし，製造業はキャ
リアや天職（やりがい）が転職希望意識に負の影響を及
ぼすことが明らかとなった [12]．これらの結果から情報
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通信業，かつ経験値を積んだ ITエンジニアは収入が転
職希望意識に影響を及ぼすと言える．次節では収入の納
得感が何から影響を受けるのかを先行研究から分析して
いく．

2.2 収入の納得感に影響を及ぼす要因
Wrzesniewski et al.が個人の仕事観の 1つとして挙げ

ていた「労働」とは，生活の糧を稼ぐ手段として仕事を
することを意味する [22]．労働の対価は給料であるが，
Herzbergの二要因理論でも給料は動機づけ要因，衛生要
因の両方に定義されている [23, 24]．ただし動機づけ要
因としての給料はその他の「達成」や「承認」,「仕事
そのもの」と比べると影響は大きくない．そのため給料
は多ければ満足であるが，貢献に見合った額でなければ
不満が起こり，転職希望意識の促進に繋がることが考え
られる．例えば看護婦を対象とした研究でも経験 5年程
度の時期は，労働と報酬の不均衡が大きいと転職を意識
する可能性を指摘している [25]．Lawler & Porterは高
い職務成果により高い報酬が得られ，その結果，高い職
務満足がもたらされると指摘している [26]．これらの
先行研究から明らかになったことは，個人の仕事への貢
献と報酬，すなわち収入との均衡が組織定着に左右する
重要な要因であると言う事である．
一方で日本では報酬のみを切り出した研究は少なく，

知識・技術の習得，収入・所得，専門性の深化，自己成
長などを含むキャリア満足の研究の中で併せて語られる
ことが多い．ITエンジニアに限らず，日本のサラリーマ
ンの給料は前年度の人事評価で決まる．人事評価はキャ
リア構築にも影響を与えるが，キャリア構築と人事評価
制度の間にずれを認知する従業員は職務満足度が低下す
る可能性が示唆されている [27]．逆にキャリアに対する
満足が高いと職務満足感に正の影響を及ぼすことも指摘
さている [28]．これらの先行研究から評価は収入の納得
感にも影響を強く及ぼすことが予測される．
評価に影響を及ぼす要因について示唆している研究

はいくつかある．人事考課と上司と部下の対人関係に関
連する研究では，人事評価制度が充実していると，評価
に対する納得感が高まること，さらに上司が適切なリー
ダーシップを発揮し，部下が上司を信頼している場合は
人事考課への納得感が向上すること，人事考課への納得
感が高まると仕事への満足度が高まることを示唆してい
る [29]．これは人事評価制度において上司からのフィー
ドバックが納得感に大きく寄与することを意味すると
考える．評価の納得感は人事考課を受け取る側の意識か
らも影響を受けている．小島らは，評価制度が成果主義
であると認識している従業員ほど，フィードバック面接
を実施することで職場への満足度を高めていること，一
方で成果主義と年功序列を組み合わせた評価制度であ
ると認識している従業員は，フィードバック面接がない

場合により満足度が高くなることを分析から示唆して
いる [27]．これらの先行研究の結果から明らかになっ
ていることは，人事評価に対する納得感は上司・同僚か
らのフィードバックから影響を受けるものの，意識の差
によってとらえ方が異なることである．本研究のテーマ
である収入の納得感についても，人事評価との結びつき
が，転職希望意識の高い人と低い人の間で異なると考え
られる．したがって本研究では以下の仮説を設定した．
仮説 1.「収入の納得感」の形成プロセスは転職希望意

識低群と高群で異なる．
収入の納得感は「人事評価に対する納得感」「上司・

同僚からのフィードバック」の影響が強いものの，1つ
の要因で形成されると結論付けることは難しい．仮説 1
でも転職希望意識低群と高群で「収入の納得感」の形成
プロセスが異なると予想しており，「人事評価に対する
納得感」「上司・同僚からのフィードバック」以外にも影
響要因があると考えることが妥当と言える．一般的に組
織へのコミットメントに影響を及ぼす原因 (遠因)には
規模，構造，風土と言った組織特性以外に，個人特性，
社会経験，管理実践，環境条件等があると指摘されてい
る [30]．したがって本研究では「人事評価」及び「上司・
同僚からのフィードバック」以外の影響要因から収入の
納得感との関係を分析していく必要があると考える．し
たがって以下の仮説を設定した．
仮説 2. 人事評価に対する納得感，上司・同僚からの

フィードバック以外の要因が「収入の納得感」に影響を
及ぼす．
次節では仕事に影響を及ぼす組織に関する先行要因に

ついての先行研究をレビューする．

2.3 先行要因 (組織)についての先行研究
収入の納得感，人事評価に対する納得感．上司との関

係性がどのような先行要因から影響を受けるのかを分析
するために，働く人の心理の規定要因に関する先行研究
のレビューを行う．
働く人の心理の規定要因に関する組織研究は数多く

あるが，組織文化や組織風土と言った概念が組織行動の
あり方と組織活動の成果に多大な影響を及ぼすと指摘さ
れている [31]．Allenは組織文化が従業員の仕事満足度，
ワーク・ライフ・バランス満足度，組織へのコミットメ
ントに影響を与えると指摘している [32]．Schneider et
al は組織風土について「仕事環境で生活し活動する人
が直接的に，あるいは間接的に知覚し，彼らのモチベー
ションおよび行動に影響を及ぼすと考えられる，仕事環
境における一連の測定可能な特性」であると定義してい
る [33]．
組織文化，組織風土以外では，経営資源の観点から古

くはヒト，モノ，カネが使われているが，ヒトに該当する
人材育成が従業員の組織定着に影響を及ぼす重要な要因
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として指摘している先行研究が多い．古くはMartinが
職務満足に影響を及ぼす要因として教育が重要であると
指摘している [34]．山本は従業員のリテンションに影響
を及ぼす要因として「従業員への積極的教育訓練」に加
え，「人事制度」も挙げている [35]．これらの教育や評
価は，ITエンジニアの職務満足やリテンションだけでな
く，従業員の能力を高める事にも効果があると考えられ
る．ITエンジニアは IT知識や技術だけでなく，クライ
アント業務の知識についても熟知することが求められ，
このような幅広い分野の知識を習得するためには個々人
の努力だけではなく，企業側の支援が不可欠だからであ
る．モノ，カネは「企業の実力」と考える．
以上から本研究では働く心理的要因に働きかける先行

要因として 1)「組織文化」，2)「組織風土」，3)「企業の
実力」，4)「人事制度」に加え，企業が従業員に提供する
5)「キャリア支援 (従業員への積極的教育訓練)」，キャ
リア支援の結果としての 6)「個人のスキル」があると
考えた．収入の納得感に影響を及ぼす要因として 2.2節
で挙げた「人事評価に対する納得感」は「人事制度」に
包含され，また同じく 2.2節で挙げた「上司・同僚から
のフィードバック」については上司が部下に対して行う
指導という観点で「キャリア支援」に包含されると言え
る．よって働く人の心理的要因に影響を及ぼす先行要因
としてはこの 6要因として考えることは妥当であると考
える．

2.4 仮説モデル

先行研究の整理の結果，収入の納得感は「人事制度
（人事評価に対する納得感が包含される）」から影響を受
け，「人事制度」は「キャリア支援（上司・同僚からの
フィードバックが包含される）」から影響を受けること
が推察される．加えて仮説 2でも挙げた通り，働く人の
心理的要因の状態に影響を及ぼす要因は複合的なもので
あることが推察されるため，「人事制度（人事評価に対す
る納得感が包含される）」「キャリア支援（上司・同僚か
らのフィードバックが包含される）」以外の要因が「収
入の納得感」に影響を及ぼす可能性も考えられる．
以上から本研究では「組織文化」「組織風土」「企業の

実力」「個人のスキル」「人事制度」「キャリア支援」か
ら「収入の納得感」へ影響を及ぼす心理プロセスを仮説
モデル (Fig. 1)として設定した．3章以降では仮説モデ
ルを基に，アンケート調査を行い，回答結果のデータ分
析によって ITエンジニアの転職希望意識低群と高群の
収入の納得感の形成プロセスの違い，及び，人事評価に
対する納得感に影響を及ぼす要因の違いを考察する．

3. 調査

3.1 調査のステップ

本研究では転職希望意識低群と高群の間で収入の納
得感形成プロセスの差異を考察していくために，共分散
構造分析と多母集団同時分析を用いることにした．また
共分散構造分析でプロセスを作成するにあたり， 1⃝アン
ケート実施， 2⃝アンケート項目の因子分析， 3⃝クラスタ
分析でアンケート回答者を転職希望意識の高群と低群
に分ける， 4⃝クラスタ分析で抽出された転職希望意識低
群，高群に対してノンパラメトリック検定で各変数（因
子分析で求めた潜在因子と目的変数（収入の納得感））の
有意差を確認， 5⃝各変数の相関分析， 6⃝重回帰分析で収
入の納得感に直接影響を及ぼす変数の確認， 7⃝前ステッ
プで得られた結果をインプットに共分散構造分析（収入
の納得感形成プロセスをモデル化）を行い，クラスタ分
析の 2グループで多母集団同時分析を実施する．分析手
順については,小塩による心理・調査データ解析手法に
基づき実施している [36]．

3.2 アンケート実施

仮説モデル (Fig.1)で洗い出した要因に沿って「組織
文化」「組織風土」「企業の実力」「個人のスキル」「人事制
度」「人材育成」と本研究の目的となる「収入の納得感」
について設問項目を Table 1の通りに設けた．なお本研
究の重要な変数となる「収入の納得感」は従業員にとっ
てポジティブなものであることが重要であると考え，単
なる 2測定尺度はリッカート尺度 6件法を採用した．心
理検査で多用される尺度であり,「6:非常によく当ては
まる」「5:当てはまる」「4:少し当てはまる」「3:あまり
当てはまらない」「2:当てはまらない」「1:全く当てはま
らない」である．なおデータについては，貴島ら [13]の
研究で，最終学歴が大学卒以上の ITエンジニアまたは
ITコンサルタントとして働く 23歳から 40歳までの従
業員 600名を対象としたインターネットアンケート調査
を Table 1の設問をカバーする形で実施している．年齢
を 23歳から 40歳にした理由は，「労働力調査」 [35]の
統計上，最も転職が多い年代が 20代～30代であること，
また回答のばらつきを押させるために最終学歴が大学卒
以上の ITエンジニア・ITコンサルタントに絞ったため
である．本研究では回収したデータの中から所属業種が
情報通信業であるデータを利用することにした．調査は
楽天インサイト社（旧　楽天リサーチ社）へ 2016年 4
月 21日に回答依頼を行い，2016年 4月 25日に 600名
の回収を完了した．このうち対象業種を情報通信業に絞
り，「一つの回答に偏りが見られるケース（基準：80％
を超える回答）」「最終学歴，勤続年数が年齢とあわない
もの」「創業年数，年収，平均残業時間に「わからない」
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Fig. 1: Hypothetical model.

を選択したもの」の条件でスクリーニングを行い，残っ
た回答者数は 300件となった．

3.3 因子分析
先行要因を構成する組織要因，人事育成，個人のス

キルを構成する設問 47項目について，潜在因子を導出
するため，最尤法による因子分析を行った．分析には
IBM社の SPSS Statistics Version 28を用いた．因子分析
の結果，8因子が抽出され，負荷量平方和の累積寄与率
は 57.513％であった (Table 2)．各因子については設問
項目の内容に鑑み，第 1因子は「業務遂行能力」，第 2因
子は「企業の営業・技術・情報発信力」，第 3因子は「目
標設定への支援」，第 4因子は「チームワーク（社風）」，
第 5因子は「組織改善に対する取組み」，第 6因子は「人
事評価に対する納得感」，第 7因子は「上司・同僚との
関係性」，第 8因子は「理念の共有」と命名した．各因
子を構成する設問を対象に信頼性分析を行ったところ，
第 1因子～第 7因子までは Cronbachαは 0.70以上の値
を示しており有効性が確認されたが，第 8因子は 0.677
であったことから，第 8 因子は以降の分析の対象外と
した．

3.4 目的変数の合成
「収入の納得感」と「転職希望意識」を構成する各設
問を対象についても信頼性分析を行ったところ，「収入
の納得感」は 0.809，「転職希望意識」は 0.765であり，
両変数とも 0.70以上の値を示していることから，変数
の合成を行っても問題ないと判断した．したがって因子
分析で抽出された第 1因子～第 7因子と「収入の納得
感」「転職希望意識」の合成変数（下位尺度得点（平均
値））を以降の分析で使用することにした．

3.5 クラスタ分析
本項では「転職希望意識」の類型化を試みるために

「転職希望意識」に関する 2つの設問項目（回答数 300
人）をWard法による階層的クラスタ分析を行い，クラ
スタを 2つ抽出したところ，第 1クラスタには 134人，

第 2クラスタには 166人が含まれていた (Table 3)．ク
ラスタ 1は現在，積極的には転職活動を行っていない，
数年以内に転職することを考えていない人が集まったク
ラスタであり，クラスタ 2は現在，積極的に転職活動を
している，または数年以内に転職することを考えている
人が集まったクラスタと解釈できる．よってクラスタ 1
を転職希望意識低群，クラスタ 2を転職希望意識高群と
命名することにした．

3.6 ノンパラメトリック検定

クラスタ分析で抽出した転職希望意識低群と高群に
ついて，因子分析で得られた 7因子と「収入の納得感」
についてノンパラメトリック検定で有意差の確認を行っ
た (Table 4)．その結果，「組織改善に対する取組み」以
外の 6因子と「収入の納得感」について有意差が確認さ
れた．低群と高群の属性（会社の従業員数，会社の年間
売上，職位，勤続年数，これまでの転職回数，年収（税
込），月の平均残業時間，年齢）の有意差もノンパラメ
トリック検定で確認したところ (Table 5)，こちらにつ
いては有意差は確認されなかった．年収については低群
と高群で有意差がないため，年収が上位の方が転職希望
意識は低いと結論付けることはできないことを意味する
と考える．

3.7 相関分析

共分散構造分析の準備として先行要因の因子分析から
得られた潜在変数と目的変数となる収入の納得感の相関
分析を転職希望意識高群と低群の両方で実施した (Table
6)．転職希望意識低群の場合，企業の営業・技術・情報
発信力（第 2因子）と目標設定への支援（第 3因子），企
業の営業・技術・情報発信力（第 2因子）とチームワー
ク（社風）（第 4因子）の相関係数が 0.7以上と高いこ
とが判った．転職希望意識高群の場合も企業の営業・技
術・情報発信力（第 2因子）と目標設定への支援（第 3
因子），企業の営業・技術・情報発信力（第 2）とチー
ムワーク（社風）（第 4因子），企業の営業・技術・情報
発信力（第 2因子）と人事評価に対する納得感（第 6因
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Table 1: Questionnaire Outline.

子），目標設定への支援（第 3因子）と上司・同僚との
関係性（第 7因子）の相関係数が 0.7以上と高いことが
判った．これらの結果は共分散構造分析で作成する収入
の納得感のモデルの第 1水準を決めるためのインプット
として参考にした．

3.8 重回帰分析

「収入の納得感」に影響を及ぼす変数を検討するため，
説明変数に Table 2の第 1因子から第 7因子の変数を設
定し，ステップワイズ法を用いた重回帰分析を行った．
クラスタ分析で転職希望意識低群と高群に分けた上で重
回帰分析を行っているため，説明変数間で共線性の疑い
が懸念される．そのため，重回帰分析では併せてVIFを
出力し，基準 3以下の値であることを確認している．ス
テップワイズ法で得られた結果のうち，調整済み R2乗
の値が最も高い結果を確認したところ，転職希望意識低
群は「チームワーク（社風）」が「収入の納得感」に最も
強く正の影響を及ぼし，次点で「企業の営業・技術・情
報発信力」であることが明らかとなった (Table 7）．一
方で転職希望意識高群は低群と異なり，「人事評価に対
する納得感」が最も強く正の影響を及ぼし，次点で「上
司・同僚との関係性」が正の影響を及ぼすことが明らか
となった (Table 7）．重回帰分析の結果は共分散構造分
析で作成する収入の納得感のモデルで，「収入の納得感」
に直接影響を及ぼす要因を決めるためのインプットと
した．

3.9 共分散構造分析

モデル図を作成するにあたり，相関分析 (Table 6)と
重回帰分析 (Table 7)の結果を参考にしながら，有意で
ないパスを削除するなど探索的に分析を繰り返した．結
果，出来上がったパス図が Fig. 2である．
相関係数の結果 (3.7)から「チームワーク（社風）」「目

標設定への支援」「組織改善に対する取組み」の 3変数
を第 1水準とし，重回帰分析の結果 (3.8)から「チーム

ワーク（社風）」「企業の営業・技術・情報発信力」「人事
評価に対する納得感」「上司・同僚との関係性」を「収
入の納得感」と直接パスで繋げた．
残った「業務遂行能力」については，相関分析の結

果を参考にしながらパスを設定した．なお共分散構造
分析は SPSSの AMOS 28.0を使用した．本モデルの適
合度指標は Table 8 に記載している通り，GFI ＝.977，
AGFI＝.909，RMSEA＝.045であり，一定の基準を満
たした．

3.10 仮説検証の結果
仮説 1では「収入の納得感」に影響を及ぼす要因は

転職希望意識低群と高群で異なると考えたが，検証の結
果，低群は「チームワーク（社風）」から影響を受け，高
群は「人事評価に対する納得感」「企業の営業・技術・
情報発信力」「上司・同僚との関係性」から影響を受け
ることが共分散構造分析より明らかになったことから，
仮説 1は支持されたと考える．仮説 2では「人事評価に
対する納得感」が「上司・同僚からのフィードバック」
（因子分析結果では「上司・同僚との関係性」が該当す
る）以外からも影響を受けるとしたが，「企業の営業・
技術・情報発信力」からも強く影響を受けることが明ら
かとなったことから，仮説 2も支持されたと考える．
本研究で挙げた仮説は，影響を及ぼす要因を探索的に

探求していくために設定した仮説である．したがって次
章以降では，検証結果を基に，その背景を考察していく
ことにする．

4. 考察と提案

4.1 共分散構造分析の結果に関する考察
本研究では，先行研究をベースに検討した仮説モデル

(Fig. 1)や各変数の相関分析 (Table 6)，重回帰分析 (Table
7)の結果を参考に，モデルを作成した．作成したモデル
(Fig. 2)からは，「チームワーク（社風）」「目標設定への
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Table 2: Results of Factor Analysis.

 

1 2 3 4 5 6 7 8 

(α=0.914) 

 0.853 -0.049 -0.018 -0.016 -0.002 0.080 -0.127 0.004 

 0.814 -0.348 0.031 0.147 0.001 -0.039 0.052 -0.009 

 0.786 -0.003 0.244 0.017 0.016 -0.065 -0.160 -0.176 

 0.759 -0.017 0.216 -0.128 -0.015 0.079 -0.173 0.023 

 0.686 0.133 -0.106 0.004 0.013 -0.186 0.135 0.111 

 0.684 0.259 -0.159 -0.159 0.060 -0.104 0.168 0.059 

 0.653 -0.081 -0.055 0.157 -0.078 0.070 0.144 -0.035 

 0.642 0.080 -0.202 -0.034 -0.003 0.155 0.144 0.043 

 0.563 0.169 0.085 -0.037 -0.029 -0.132 0.055 0.019 

 0.453 -0.044 0.052 0.022 -0.021 0.082 0.002 0.257 

(α=0.922) 

 -0.081 1.079 0.009 -0.186 0.010 -0.160 -0.141 0.195 

 0.045 0.798 -0.231 -0.078 0.038 0.018 0.078 0.046 

 -0.042 0.611 0.203 0.007 -0.108 -0.026 0.149 -0.114 

 0.132 0.598 -0.036 0.130 0.041 0.005 0.024 -0.194 

 -0.083 0.554 0.168 0.154 -0.002 -0.016 -0.004 0.003 

 0.015 0.533 -0.003 0.163 -0.011 -0.045 0.024 0.213 

 -0.067 0.400 0.263 -0.081 0.047 0.205 0.032 0.045 

 -0.041 0.361 0.221 0.297 -0.078 0.152 -0.209 0.090 

 0.099 0.347 0.093 0.023 0.261 0.205 -0.050 -0.146 

 -0.020 0.343 0.039 0.271 0.144 -0.007 0.095 -0.049 

 0.031 0.334 0.018 0.269 -0.149 0.202 0.074 0.009 

 -0.052 0.305 0.113 0.140 0.292 0.112 0.022 -0.163 

(α=0.884) 

 -0.064 -0.147 0.895 -0.136 0.102 -0.036 -0.015 0.208 

 0.089 0.089 0.888 -0.107 -0.082 -0.035 0.022 -0.115 

 -0.010 0.059 0.833 0.016 0.096 -0.125 -0.009 -0.059 

 0.070 0.036 0.622 0.084 0.020 -0.119 0.009 -0.030 

 0.020 0.081 0.492 -0.033 0.146 0.109 0.064 -0.005 

 0.046 -0.142 0.449 -0.128 -0.070 0.153 0.334 0.307 

 -0.067 0.198 0.233 0.183 -0.025 0.056 0.065 0.184 

( )(α=0.865) 

 -0.001 0.023 -0.147 0.930 -0.117 0.164 -0.120 0.030 

 -0.136 -0.131 0.074 0.865 0.117 -0.108 0.150 -0.043 

 0.064 0.014 -0.116 0.847 0.000 -0.133 0.097 0.018 

 0.095 -0.008 -0.106 0.679 0.193 -0.024 -0.180 0.150 

 0.172 -0.113 0.235 0.469 -0.032 0.030 0.057 0.047 

 0.109 0.175 0.220 0.255 -0.123 0.011 -0.194 0.247 

(α=0.803) 

 0.004 -0.025 0.003 0.102 0.688 0.047 -0.101 0.302 

 0.023 -0.002 0.066 -0.077 0.654 0.088 0.042 0.272 

 -0.060 0.038 0.078 0.031 0.599 0.048 0.111 0.049 

(α=0.791) 

 0.012 -0.018 -0.131 -0.051 0.138 0.958 -0.030 -0.115 

 -0.109 -0.047 0.033 0.033 0.038 0.790 0.069 0.011 

 0.174 0.184 -0.015 -0.036 0.037 0.360 0.108 -0.027 

 (α=0.804) 

 0.089 0.033 0.021 -0.083 0.098 0.012 0.760 -0.004 

 0.046 0.002 0.096 0.090 -0.083 0.022 0.576 0.170 

 0.054 0.073 0.301 0.087 -0.022 -0.014 0.339 0.055 

(α=0.677) 

 0.006 0.009 0.005 0.063 0.305 -0.100 0.071 0.551 

 0.083 0.185 -0.062 0.303 0.068 -0.097 0.069 0.380 

 0.194 0.005 0.055 0.154 0.192 -0.005 -0.022 0.269 

1 2 3 4 5 6 7 8 

1 ‐ 0.530 0.565 0.599 0.303 0.491 0.557 0.414 

2 ‐ 0.699 0.729 0.526 0.692 0.562 0.344 

3 ‐ 0.605 0.440 0.692 0.574 0.406 

4 ‐ 0.466 0.633 0.525 0.425 

5 ‐ 0.490 0.404 0.011 

6 ‐ 0.533 0.388 

7 ‐ 0.332 

8 ‐ 
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Table 3: Cluster analysis results.

  1 2 3 4 5 6 

1  98 27 8 1 

 73 47 14 

2  12 34 57 41 17 5 

 55 68 30 13 

1: 2: 3: 4: 5: 6:  

Fig. 2: Covariance structure analysis (modeling the process of income conviction formation).
A：転職希望意識低群，B:転職希望意識高群 p<0.10+ p<0.05∗∗p<0.01∗∗∗p<0.001太線はパラメータ一対比較で 5％有意と
判断されたパス．

Table 4: Nonparametric test：factors (differences by
attitudes toward changing jobs).

 

 

 

 

 

(n=134) (n=166) 

 4.00 3.70 *** 

 3.56 3.32 * 

 3.78 3.55 * 

( ) 4.08 3.71 *** 

 3.55 3.30 N S 

 3.45 3.16 * 

 3.84 3.53 ** 

 3.78 3.27 *** 

*p<0.05 **p<0.01 ***p<0.001 <0.10 

支援」「組織改善に対する取組み」が先行要因の根底に
位置し，この 3要因が「企業の営業力・技術力・情報発
信力」と「上司・同僚との関係性」，「業務遂行能力」に
影響を及ぼし，このうち「企業の営業・技術・情報発信
力」と「上司・同僚との関係性」が「人事評価に対する
納得感」へ影響を及ぼすことが明らかとなった．「企業
の営業力・技術力・情報発信力」「上司・同僚との関係
性」「人事評価に対する納得感」と，先行要因の根底に
設定した「チームワーク（社風）」が「収入の納得感」に
直接影響を及ぼしている．

Table 5: Nonparametric test：attributes (differences by
attitudes toward changing jobs).

 

 N S 

 N S 

 N S 

 N S 

 N S 

 N S 

  

 N S 

*p<0.05 **p<0.01 ***p<0.001 <0.10 

先行研究の整理では上司・同僚との関係性，人事評価
に対する納得感が収入の納得感に繋がることは推察でき
ており，実際の分析結果も期待通りの値であったが，そ
れ以外にも「企業の営業力・技術力・情報発信力」「チー
ムワーク（社風）」が収入の納得感に繋がることが明ら
かになったことは，本研究の成果と言える．加えて，転
職希望意識低群，高群は「収入の納得感」に有意差は確
認されたが (Table 4)，年収からは有意差は確認されてい
ない (Table 5)．このことから年収を上げれば転職希望意
識低群になるとはいえないと考える．
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Table 6: Results of Correlation Analysis.

F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7 F8 F9 

F1 1_  1 .507** .491** .578** .290** .332** .533** .355** -0.146 

F2 2_  .559** 1 .777** .737** .572** .589** .666** .428** -.178* 

F3 3_  .625** .700** 1 .600** .494** .525** .683** .370** -0.069 

F4 4_ ( ) .586** .731** .588** 1 .400** .431** .628** .435** -.250** 

F5 5_  .466** .687** .630** .626** 1 .523** .480** 0.166 -0.074 

F6 6_  .506** .759** .663** .604** .636** 1 .536** .280** -0.154 

F7 7_  .645** .624** .704** .523** .548** .573** 1 .387** -0.167 

F8  .317** .518** .471** .349** .373** .530** .466** 1 -0.147 

F9  0.046 0.020 0.004 0.070 -0.019 0.059 -0.006 -0.077 1 

*p<0.05  **p<0.01  ***p<0.001  

Table 7: Results of Regression Analysis (Income Satisfaction).

Y=  Y=  

B 
 

β 
 

VIF B 
 

β 
 

VIF 

( ) 0.338 0.139 0.280 0.017 2.278  0.403 0.080 0.398 0.000 1.491 

 0.291 0.140 0.239 0.040 2.278  0.272 0.088 0.244 0.002 1.491 

R2 0.235 R2 0.327 

 R2 0.224  R2 0.318 

*p<0.05  **p<0.01  ***p<0.001

Table 8: Goodness of fit for covariance structure analysis.

   GFI AGFI RMSEA 

28.684 18 0.049 0.977 0.908 0.045 

4.2 収入の納得感へ影響を及ぼす要因（仮説 1）

共分散構造分析，及び，多母集団同時分析の結果か
ら転職希望意識低群と高群で「収入の納得感」の影響要
因が異なることが明らかとなった．転職希望意識低群は
「チームワーク（社風）」が「収入の納得感」に有意に正
の影響を及ぼすこと，またそのパス係数も転職希望意識
高群と比較して有意に高いことが明らかになっている．
一方，転職希望意識高群は，「人事評価に対する納得感」
「上司・同僚との関係性」「企業の営業・技術・情報発信
力」が「収入の納得感」に有意に正の影響を及ぼすこと
が確認されたが，このうち「人事評価に対する納得感」
から「収入の納得感」へのパス係数は転職希望意識低群
と比較して有意に高いことも明らかとなった．このこと
から高群は「人事評価に対する納得感」と「収入の納得
感」を紐づける意識が強いが，転職希望意識低群は「チー
ムワーク（社風）」，すなわち従業員にとっての働きやす
さが「収入の納得感」へと繋げる意識が強いことが特徴
であると言える．
人事考課と給与査定が紐づいている日本において，「人

事評価に対する納得感」が「収入の納得感」に影響を及
ぼすことは常識的に理解できるが，本研究では，その傾
向は転職希望意識高群に当てはまり，低群は「人事評価

に対する納得感」が「収入の納得感」と紐づいておらず，
「チームワーク（社風）」の発揮，すなわち働きやすさが
「収入の納得感」に影響を及ぼすことを明らかにできた
ことは，本研究の分析の成果と考える．
次節以降では転職希望意識低群の「収入の納得感」に

影響を及ぼす「チームワーク（社風）」，高群に影響を及
ぼす「人事評価に対する納得感」について考察していく
ことにする．「企業の営業・技術・情報発信力」「上司・
同僚との関係性」は高群の「収入の納得感」に影響を及
ぼすが，「人事評価に対する納得感」にも直接的に影響
を及ぼしているため，「人事評価に対する納得感」の中
で併せて考察していくことにする．

4.3 チームワーク（社風）への影響要因（仮説 2）

「チームワーク（社風）」は共分散構造分析のパス図の
中でも根底に位置し，また「目標設定への支援」「組織改
善に対する取組み」との相関係数が高く，この傾向は転
職希望意識低群と高群両方に当てはまる (Fig. 2)．「チー
ムワーク（社風）」「目標設定への支援」「組織改善に対す
る取組み」が相互に影響していることについては，IT産
業のビジネスの状況に応じて，組織の改善を図り，従業
員へのキャリアアップのために適切な支援を行い，チー
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ムワークを高めるプロセスを機能させることの重要さを
示していると考える．
「チームワーク（社風）」と「目標設定への支援」「組

織改善に対する取組み」の下位尺度得点は低群の方が高
群と比較して高い数値を示している (Table 4)．すなわち
高群の「チームワーク（社風）」に対する実感を改善させ
るためには，まず「目標設定への支援」「組織改善に対
する取組み」の改善が必要であると言える．また「チー
ムワーク（社風）」と「組織改善に対する取組み」の相
関係数は高群の方が低群と比較して有意に高いことが
判っている (Fig. 2)．高群の「組織改善に対する取組み」
の得点は 3.29(Table 4)であり，「3:あまり当てはまらな
い」に近い値であるが，このことは高群にとって「組織
改善に対する取組み」の実感は少ないが，実行されれば
「チームワーク（社風）」の改善も大きく見込めると解釈
できる．
「組織改善に対する取組み」とは経営陣が新しいビジネ
ス開発や風土・文化の改善に対する取組み姿勢を表して
いる (Table 2)．具体的な取り組みについては今後のケー
ススタディ調査が必要であるが，先行研究にはいくつか
参考になる情報が示されている．大薗は ITエンジニア
の要員配置が適正であることが職務満足度に強い正の影
響を与えることを指摘している [37]．その背景には情報
サービス・ソフトウェア産業が人月見積りでプロジェク
トを運営していることが多いことを挙げている [37]．要
因配置が適正に行われないと職務満足の低下を引き起こ
すだけではなく，人材のメンタルヘルスにも影響するこ
とが考えられる．ITエンジニアはメンタル不調を患う
人が多いことで有名であるが，下山はその原因を ITの
仕事環境が「繋がっているが孤独な関係性」「問題を抱え
込み自分を追い詰める」「自らを閉じ込める」と言った事
象が生成され，思考がシャットダウンし，結果として休
職に至るプロセスが存在することを示唆している [38]．
下山が指摘する環境の改善 [38]，大薗が指摘する最適な
人材配置維持 [37]といった取り組みが，本研究の「組
織改善に対する取組み」に通じると考えられるが，具体
的にどのような取り組みが「組織改善に対する取組み」
として従業員が納得するかについては，今後，質的研究
を通して分析していく必要があると考える．
「目標設定への支援」は従業員の能力向上のために企
業側が提供している仕組みである (Table 2)．技術革新に
伴うシステムの複雑化に対応するためにも従業員のスキ
ルアップは重要であり，リスキリングや専門的研修など
の支援を企業は継続して実施していくべきであると考え
る．また「目標設定への支援」は個々人のスキルが向上
するだけでなく，チームとしての能力を高める事にも寄
与することがモデル (Fig. 2)からも言える．

4.4 人事評価に対する納得への影響要因（仮説 2）
「人事評価に対する納得感」は，転職希望意識低群と
高群共に「上司・同僚との関係性」「企業の営業・技術・
情報発信力」から影響を受けていることが示された．先
行研究からは人事評価制度は上司のフィードバックから
影響を及ぼすことを指摘している [29]．よって「上司・
同僚との関係性」が「人事評価に対する納得感」へ有意
に正の影響を及ぼすことは先行研究と整合が取れた結果
であるが，転職希望意識高群は低群と比べてこの傾向が
弱いこと（低群：係数=0.26，高群：係数=0.16）が本研
究で確認できた．高群の場合，「上司・同僚との関係性」
は「収入の納得感」にも直接，有意に正の影響を及ぼし
ており，低群にはこの傾向が当てはまらない．すなわち
高群にとって「人事評価に対する納得感」に繋がる「上
司・同僚との関係性」の構築が重要であると解釈できる．
また「上司・同僚との関係性」に加え，「企業の営業・技
術・情報発信力」が「人事評価に対する納得感」へ有意
に正の影響を及ぼすことを明らかにしたことも本研究の
特徴といえる．

4.4.1 上司・同僚との関係性への影響要因（仮説 2）

転職希望意識低群の「上司・同僚との関係性」は「業
務遂行能力」「チームワーク（社風）」「目標設定への支
援」「組織改善に対する取組み」から有意に正の影響を
受けているが，高群の場合は「企業の営業・技術・情報
発信力」「業務遂行能力」「目標設定への支援」から影響
を受けている (Fig. 2)．「上司・同僚との関係性」につ
いて，低群は「チームワーク（社風）」から影響を受け
るが高群は影響を受けないこと，高群は「企業の営業・
技術・情報発信力」から影響を受けるが低群は受けない
ことが特徴と言える．また高群の「企業の営業・技術・
情報発信力」の得点は 3.32(Table 4)であり，「3:あまり
当てはまらない」に近い値である．高群の「上司・同僚
との関係性」の満足感を向上させるためには「企業の営
業・技術・情報発信力」のコンカレントな改善と，「チー
ムワーク（社風）」を「上司・同僚との関係性」へと結
びつける施策が必要であると考える．

4.4.2 企業の営業・技術・情報発信力への影響要因（仮説
2）

「企業の営業・技術・情報発信力」とは，企業の実績
が社内の知財としてデータベース化されて，全社員に情
報が共有される仕組みが整っていること，上層部から仕
事のノウハウが引継ぎされやすい仕組みを表している
(Table 2)．「企業の営業・技術・情報発信力」は「上司・
同僚との関係性」に加え,「人事評価に対する納得感」「収
入の納得感」へ有意に正の影響を及ぼすが，パス係数は
転職希望意識高群の方が低群より高いことから，高群に
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とって「企業の営業・技術・情報発信力」は様々な心理的
要因の満足感を上げるために重要であると解釈できる．
「企業の営業・技術・情報発信力」は低群，高群の両者
とも「チームワーク（社風）」「目標設定への支援」「組
織改善に対する取組み」から有意に正の影響を受けてお
り，低群と高群でパス係数に有意差はないが，各要因の
得点は低群の方が高群と比較して有意に高い (Table 4)．
すなわち「企業の営業・技術・情報発信力」の改善には，
「チームワーク（社風）」「目標設定への支援」「組織改善
に対する取組み」の改善が重要と言える．

4.5 転職希望意識高群に対する改善施策のまとめ
これらの結果から転職希望意識高群の「収入の納得

感」を高めるためには「人事評価に対する納得感」を高
める必要があり，「人事評価に対する納得感」を高める
ためには，「上司・同僚との関係性」「企業の営業・技術・
情報発信力」の改善が重要である．また「上司・同僚と
の関係性」の改善には「企業の営業・技術・情報発信力」
も必要であるが，加えて，低群では確認されたが高群に
は確認されなかった「チームワーク（社風）」と「上司・
同僚との関係性」の結びつきを構築していくことが求め
られると考える．
「チームワーク（社風）」から「上司・同僚との関係

性」へ有意に正の影響を及ぼしているが，高群の場合は
「チームワーク（社風）」からの有意な影響はない．「チー
ムワーク（社風）」の改善のためには，4.3節でも記載し
た通り，「目標設定への支援」「組織改善に対する取組み」
が重要となる．しかしながら高群の場合，「チームワー
ク（社風）」が「上司・同僚との関係性」に結び付いて
おらず，「チーム」と「上司・同僚」が分断した職場環
境となっていることが推察されるが，その具体的な理由
については，今後の課題として，質的研究を通して解明
していく必要があると考える．「チームワーク（社風）」
「組織改善に対する取組み」がより良い「上司・同僚と
の関係性」に繋がるように施策を打っていく必要がある
と言える．

5. 結論と今後の課題

本研究の目的は ITエンジニアの「組織にとって不本
意な人材流出を防ぐ」ための改善施策を示すことであり，
貴島らの過去の研究 [12, 13]から情報通信業に勤める IT
エンジニアの収入の納得感を高めることが問題解決に寄
与すると考え，転職希望意識の低群と高群の収入の納得
感に影響を及ぼす先行要因の違いを明らかにした．1.3
で記載した通り，経営の観点だけではなく，経営施策や
組織の方針が従業員の組織行動にどのように影響を及ぼ
すのか，多面的かつ横断的に分析していったことで明ら
かとなった結果は以下の通りである．

1. 転職希望意識低群の収入の納得感の形成プロセスは
以下の通りである．

• 「組織改善に対する取組み」「目標設定への支援」
「チームワーク（社風）」が相互に影響し合う．よっ
て「組織改善に対する取組み」「目標設定への支
援」の向上により「チームワーク（社風）」が向
上する．

• 「チームワーク (社風)」の向上が結果として「収
入の納得感」の向上に繋がる．

2. 転職希望意識高群の収入の納得感の形成プロセスは
以下の通りである．

• 「チームワーク（社風）」「目標設定への支援」「組
織改善に対する取組み」が相互に影響し合う．こ
の 3要因の向上が「企業の営業・技術・情報発信
力」の向上に繋がる．

• 「チームワーク（社風）」「目標設定への支援」の
向上が「業務遂行能力」の向上に繋がる．

• 「目標設定への支援」と「企業の営業・技術・情
報発信力」「業務遂行能力」の向上が「上司・同
僚との関係性」の向上に繋がる．

• 「企業の営業・技術・情報発信力」「上司・同僚と
の関係性」の向上が「人事評価に対する納得感」
に繋がる．

• 「企業の営業・技術・情報発信力」「上司・同僚
との関係性」「人事評価に対する納得感」の向上
が「収入の納得感」に繋がる．

上記の通り，転職希望意識低群と高群では「収入の納
得感」の形成プロセス，及び，影響要因が異なる．高群
の「収入の納得感」の形成プロセスが複雑であると言え
るが，その他に明らかとなった具体的な違いは以下の通
りである．

1. 転職希望意識低群と高群で「収入の納得感」への影
響要因が異なる．低群は「チームワーク（社風）」か
ら影響を受け，高群は「人事評価に対する納得感」
「企業の営業・技術・情報発信力」「上司・同僚との
関係性」から影響を受ける．

2. 「チームワーク（社風）」「組織改善に対する取組
み」の相関係数は高群の方が低群と比較して有意に
高い．

3. 「人事評価に対する納得感」への影響要因は低群，
高群で大きな差はないが，低群は高群と比べて「上
司・同僚との関係性」からのパス係数が高い．
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4. 「上司・同僚との関係性」への影響要因は低群の場
合，「業務遂行能力」「チームワーク（社風）」「目標設
定への支援」「組織改善に対する取組み」から有意
に正の影響を受けるが，高群は「チームワーク（社
風）」「組織改善に対する取組み」から影響を受けて
おらず，「企業の営業・技術・情報発信力」「業務遂
行能力」「目標設定への支援」から影響を受けるが，
低群は影響を受けない．

なお，転職希望意識低群と高群で差がなかった点は以
下の通りである．

1. 「チームワーク（社風）」「目標設定への支援」「組
織改善に対する取組み」が相互に影響し合う

2. 「企業の営業・技術・情報発信力」への影響要因は
低群、高群で大きな差がない．

4章の考察を通して，転職希望意識高群の収入の納得
感を上げるためには，以下 4つが施策となる．

1. 「目標設定への支援」の向上

•「上司・同僚との関係性」を改善し，さらには「人
事評価に対する納得感」を得るため

• チームワーク (社風)を改善するため，さらに「上
司・同僚との関係性」を構築するため

• チームワーク (社風)の強化と共に，「収入の納得
感」を実感できるようにするため

2. 「組織改善に対する取組み」の向上

• チームワーク (社風)を改善するため，さらに「上
司・同僚との関係性」を構築するため

• チームワーク (社風)の強化と共に，「収入の納得
感」を実感できるようにするため

3. 「チームワーク (社風)」の見直し

• 現状「上司・同僚」と「チーム」が分断している傾
向がみられるため，チームの見直しを行い，「チー
ムワーク (社風)」と「上司・同僚との関係性」の
関係性を強化するため

4. 「企業の営業・技術・情報発信力」の向上

•「上司・同僚との関係性」を改善し，さらには「人
事評価に対する納得感」を得るため

一方で本研究のアンケート分析では要因間の関係を洗
い出すことはできても，「なぜその結びつきが発生する
のか」と言った具体的かつ詳細な背景を明らかにするこ
とが出来なかった課題が 2つある．

• 転職希望意識高群の「チームワーク（社風）」を改
善させるためには「組織改善に対する取組み」が有
効であるが，「組織改善に対する取組み」に納得感
を持てていない理由の解明．

• 高群の「チームワーク（社風）」が「上司・同僚と
の関係性」に影響を及ぼしておらず，「チーム」と
「上司・同僚」に分断傾向がみられるが，その具体
的な理由の解明．

具体的な改善施策を提示していくためには，これらの
課題の背景を分析していく必要があるため，今後の質的
研究を通して調査分析を継続していきたい．
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